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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 1,663,387 △9.8 89,256 ― 43,298 ― 25,805 ―

21年3月期 1,843,234 2.3 △1,540 ― △43,120 ― △31,780 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 51.76 ― 2.9 1.1 5.4
21年3月期 △63.73 ― △3.4 △1.1 △0.1

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  66百万円 21年3月期  139百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 3,918,574 943,973 22.8 1,790.38
21年3月期 4,019,321 948,291 22.3 1,798.50

（参考） 自己資本   22年3月期  892,590百万円 21年3月期  896,696百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 327,924 △227,744 △106,719 123,321
21年3月期 224,976 △228,655 9,296 129,905

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 30.00 ― 30.00 60.00 29,916 ― 3.2
22年3月期 ― 30.00 ― 30.00 60.00 29,913 115.9 3.3

23年3月期 
（予想）

― 30.00 ― 30.00 60.00 157.4

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

800,000 △0.5 49,000 △22.8 31,000 △25.2 13,000 △52.9 26.08

通期 1,690,000 1.6 83,000 △7.0 46,000 6.2 19,000 △26.4 38.11
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 502,882,585株 21年3月期 502,882,585株

② 期末自己株式数 22年3月期  4,333,258株 21年3月期  4,303,107株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 1,507,573 △9.5 73,501 ― 27,711 ― 20,135 ―

21年3月期 1,665,037 4.3 △24,196 ― △62,609 ― △39,416 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 40.39 ―

21年3月期 △79.05 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 3,589,252 761,240 21.2 1,526.91
21年3月期 3,681,171 770,984 20.9 1,546.36

（参考） 自己資本 22年3月期  761,240百万円 21年3月期  770,984百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、5ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧くださ
い。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

730,000 △0.7 42,000 △26.8 25,000 △34.0 10,000 △62.3 20.06

通期 1,530,000 1.5 66,000 △10.2 30,000 8.3 13,000 △35.4 26.08
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

  ａ．当期の経営成績 

  （ａ）収支の状況 

収益面では，景気低迷により，当社において販売電力量が減少したことや，関係会社

において受注が減少したことなどから，売上高（営業収益）は，前年度に比べ 1,798 億

円（9.8％）減の 1 兆 6,633 億円，経常収益は，前年度に比べ 1,809 億円（9.8％）減の

1 兆 6,706 億円となりました。 

 一方，費用面では，燃料価格の低下等により燃料費や購入電力料が減少したことや，

経営全般にわたり効率化に努めた結果，経常費用は，前年度に比べ 2,673 億円（14.1％）

減の 1 兆 6,273 億円となりました。 

 以上の結果，経常利益は，前年度に比べ 864 億円増の 432 億円，当期純利益は，前年

度に比べ 575 億円増の 258 億円となりました。 

 

  （ｂ）需要と供給の状況 

 売上高（営業収益）の大部分を占める当社の販売電力量は，前年度に比べ 2.6％減の

790 億キロワット時となりました。 

 このうち特定規模需要以外の需要については，オール電化住宅の増加に加え，前年よ

りも冬の気温が低めに推移したことによる暖房需要の増加などから，前年度に比べ 1.2％

増の 291 億キロワット時となりました。 

 特定規模需要については，景気低迷による大口電力での減産影響などから，前年度に

比べ 4.7％減の 499 億キロワット時となりました。 

これに対応する供給については，水力発電において，渇水による発電量減少などの影

響がありましたが，発電設備の総合的な運用などにより安定した供給を行うことができ

ました。 
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 <電気事業における生産・販売の状況> 

□生産の状況 

  発受電電力量 

(単位：百万 kWh，％) 

平 成 20 年 度 平 成 21 年 度 増　　減 前年度比

水 力 8,016         7,607         △ 409       94.9 

火 力 47,180        44,625        △ 2,555     94.6 

原 子 力 18,839        20,380        1,541        108.2 

新 エ ネ ル ギ ー 等 854           1,021         167          119.6 

自   社   計 74,889        73,633        △ 1,256     98.3 

他  社  受  電 23,513        22,830        △ 683       97.1 

融 通 (差 引) △ 9,168      △ 9,528      △ 360       103.9 

揚 水 用 △ 101        △ 41         60           41.1 

合    計 89,133        86,894        △ 2,239     97.5 

※他社受電には，連結子会社の酒田共同火力発電㈱4,049 百万 kWh，東北水力地熱㈱316 百万 kWh， 

東星興業㈱286 百万 kWh，東北自然エネルギー開発㈱29 百万 kWh が含まれております。 

※前年度の火力に含まれていた地熱発電電力量は，新エネルギー等へ組替えて記載しております。 

 

□販売の状況 

  販売電力量 

 (単位：百万 kWh，％) 

平 成 20 年 度 平 成 21 年 度 増　　減 前年度比

電 灯 24,679 25,036 357 101.4 

電 力 4,078 4,067 △ 11 99.7 

計 28,757 29,103 346 101.2 

52,344 49,889 △ 2,455 95.3 

81,101 78,992 △ 2,109 97.4 

　
以
外
の
需
要

特
定
規
模
需
要

特 定 規 模 需 要

合　　計

 

  電気料金収入 

(単位：百万円，％) 

平 成 20 年 度 平 成 21 年 度 増　　減 前年度比

電 灯 548,122 528,168 △ 19,954 96.4 

電 力 866,503 758,595 △ 107,907 87.5 

合    計 1,414,625 1,286,764 △ 127,861 91.0 

※電力には，特定規模需要が含まれております。 
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  ｂ．次期の業績見通し 

 

 連 結 業 績 予 想 (単位：億円)

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

第２四半期連結累計期間 8,000 490 310 130 

通 期 16,900 830 460 190 

 

 個 別 業 績 予 想 (単位：億円)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

第 ２ 四 半 期 累 計 期 間 7,300 420 250 100 

通 期 15,300 660 300 130 

 

 

   連結業績予想における売上高は，当社において，大口電力需要の回復により，販売電力

量の増加が見込まれるものの，燃料費調整額の影響などから，第２四半期連結累計期間で

は 8,000 億円程度（前年同期比 0.5％減），通期では 1 兆 6,900 億円程度（前年度比 1.6％

増）となる見通しであります。 

   一方，費用については，燃料価格の上昇による燃料費の増加などにより，前年度に比べ

増加するものと見込まれます。 

   以上の結果，経常利益は，第２四半期連結累計期間で 310 億円程度（前年度比 25.2％減），

通期では 460 億円程度（前年度比 6.2％増）となる見通しであります。 

 

 

【主要諸元】

通 期

販 売 電 力 量 　(億kWh) 　　　 794 程度

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 　(ドル／バーレル) 　　 　 85 程度

為 替 レ ー ト 　(円／ドル) 　　 　 90 程度

原子力設備利用率 　(％) 　　　  74 程度

項 目

 

 

【収支変動影響額】 (単位：億円)

通 期

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 　 1ドル／バーレル 　　　　22 程度

為 替 レ ー ト  　1円／ドル 　　　　29 程度

原子力設備利用率  　1％ 　　　　19 程度

項 目
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（２）財政状態に関する分析 

 ａ．資産，負債及び純資産の状況 

    資産は，減価償却の進行による電気事業固定資産の減少のほか，売掛金などの流動資

産が減少したことなどから，前年度末に比べ 1,007 億円（2.5％）減の 3 兆 9,185 億円と

なりました。 

    負債は，長期借入金が減少したことなどから，前年度末に比べ 964 億円（3.1％）減の

2 兆 9,746 億円となりました。 

   純資産は，当期純利益を 258 億円計上したものの，配当金の支払いにより利益剰余金

が減少したことなどから，前年度末に比べ 43 億円（0.5％）減の 9,439 億円となりまし

た。 

   以上の結果，自己資本比率は前年度末から 0.5 ポイント上昇し，22.8％となりました。 

 

ｂ．キャッシュ・フローの状況 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

燃料価格の低下による燃料費の減少などにより税金等調整前当期純利益が増加したこ

となどから，前年度に比べ 1,029 億円（45.8％）増の 3,279 億円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

工事負担金等受入による収入が増加したことなどから，前年度に比べ 9 億円（0.4％）

減の 2,277 億円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

長期借入金やコマーシャル・ペーパーによる資金調達が減少したことなどから，前年

度 92 億円の収入に対し，1,067 億円の支出となりました。 

 

以上の結果，現金及び現金同等物の当年度末残高は，前年度末残高に比べ 65 億円

（5.1％）減の 1,233 億円となりました。 

 

 ｃ．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 

自己資本比率（％）       23.4       24.2       23.9       22.3       22.8

時価ベースの
自己資本比率（％）

      30.9       36.7       30.1       26.9       25.1

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率

       9.7        7.8        7.5        9.4        6.2

インタレスト・
カバレッジ・レシオ

       5.3        6.5        6.6        5.4        7.3
 

  自己資本比率            ：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：キャッシュ・フロー／利払い 
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（注）１．各指標は，いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は，期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により

算出しております。 

３．キャッシュ・フローは，連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ・フローを使用しております。 

４．有利子負債は，連結貸借対照表に計上されている負債のうち社債，長期借入金

（いずれも１年以内に期限到来のものを含みます。），短期借入金及びコマー

シャル・ペーパーを対象としております。また，利払いについては，連結キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は，利益配分については，安定的な配当を行うことを基本に，当年度の業績や中長

期的な収支見通しなどを総合的に勘案し決定することを基本的な方針としております。 

当年度は，景気低迷に伴う販売電力量の減少などの影響がありましたが，上記の基本的

な方針や株主のみなさまのご期待を踏まえ，平成 21 年度の期末配当金については，中間配

当金と同じく１株につき 30 円を予定しております。 

なお，次期の配当については，中間配当及び期末配当ともに１株につき 30 円を予定して

おります。 

内部留保資金については，設備投資資金ならびに財務体質の改善など今後の経営基盤強

化に活用し，企業価値の向上を図っていく所存であります。 

 

（４）事業等のリスク 

当社企業グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があるリスクには，主に以

下のようなものがあります。企業グループでは，これらのリスク発生の可能性を認識した

うえで，リスク発生の低減に努めるとともに，発生した場合は，的確な対応に努めてまい

ります。 

なお，以下に記載の将来に関する事項は，現時点において，当社が判断したものであり

ます。 

①競争環境の変化による影響 

ⅰ.電気事業制度改革について 

電気事業においては，電力小売自由化の対象範囲が段階的に拡大されていることに加

え，平成 20 年７月には総合資源エネルギー調査会電気事業分科会の答申が取りまとめら

れ，さらなる競争環境の整備が図られるなど，今後も価格・サービス競争が激しくなる

ことが予想されます。 

 さらに，地球温暖化に関する環境規制の強化などにより，温室効果ガスの排出抑制に

向けた取組みへの関心も高まりつつあります。 
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一方，原子力のバックエンド事業は，超長期の事業で不確実性を伴いますが，国によ

る制度措置等により，使用済燃料の再処理および再処理施設の廃止措置等の費用回収に

ついてリスクの低減が図られております。ただし，今後の制度の見直し，将来費用の見

積額の変動，再処理施設の稼動状況などにより費用負担が増加する可能性があります。 

このような制度改革や環境規制の強化，それに伴う競争の進展，バックエンド事業（再

処理，濃縮等）を取り巻く状況など，企業グループを取り巻く事業環境の変化により，

企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

ⅱ.電力自由化以外の競争について 

自家発電や他のエネルギー事業者との価格競争・サービス競争の進展により，企業グ

ループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

②経済状況及び天候状況による影響 

 電気事業における販売電力量は，景気動向や気温の変動に伴い，増加あるいは減少し

ます。このため企業グループの業績及び財政状態は，経済状況や天候の状況により，影

響を受ける可能性があります。 

 なお，年間の降雨降雪量により，豊水の場合は，燃料費の低減要因，渇水の場合は，

燃料費の増加要因となりますが，「渇水準備引当金制度」により一定の調整が図られる

ため，業績への影響は限定的と考えられます。 

③燃料価格の変動による影響 

 電気事業における火力発電燃料費は，石炭，ＬＮＧ，重・原油などのＣＩＦ価格及び

為替レートの変動により，影響を受けるため，当社は，バランスのとれた電源構成を目

指すことなどによって燃料価格変動リスクの分散に努めております。 

 電気事業には，燃料価格及び為替レートの変動を電気料金に反映させる「燃料費調整

制度」が適用されますが，燃料価格などが著しく変動した場合には，企業グループの業

績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

④自然災害及び操業トラブルの発生による影響 

企業グループは，お客さまに高品質な電力を安定的に供給するため，設備の点検・修

繕を計画的に実施し，設備の信頼性向上に努めておりますが，地震や台風等の自然災害，

事故やテロ等不法行為などにより，大規模な停電が発生し，設備の損傷や電源の長期停

止などに至った場合は，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があり

ます。 

⑤金利の変動による影響 

 今後の市場金利の動向及び格付の変更により，企業グループの業績及び財政状態は影

響を受ける可能性があります。 

 ただし，有利子負債残高の多くは固定金利で調達した社債や長期借入金であることや，

財務体質強化のため有利子負債残高の削減に努めていることから，市場金利の変動によ

る影響は限定的と考えられます。 
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⑥情報流出による影響 

企業グループは，大量の個人情報や設備情報など重要な情報を保有しております。重

要な情報の適切な取り扱いを図るため，基準等の整備や従業員・委託先に対する教育・

指導，情報セキュリティの強化等を実施しておりますが，重要な情報の流出により問題

が発生した場合は，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

⑦電気事業以外の事業による影響 

企業グループは，エネルギー分野では，電気事業を中核に，省エネルギー対策を中心

とする付加価値提案型事業（ＥＳＣＯ事業）やガス事業との連携を強化しています。ま

た，情報通信事業などのエネルギー分野以外では，選択と集中を徹底しながら，収益性

を重視した自立性の高い事業展開を推進しています。これら事業の業績は，他事業者と

の競合の進展など事業環境の変化により，影響を受けることがあり，電気事業以外の事

業の業績により，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

⑧企業倫理に反した行為による影響 

企業グループは，企業倫理・法令遵守が全ての事業活動の前提になるとの考えのもと，

企業倫理・法令遵守の体制を構築し，定着に向けて取組んでおりますが，法令違反等の

企業倫理に反した行為が発生した場合，企業グループに対する社会的信用が低下し，企

業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

 

２．企業集団の状況 

 最近の有価証券報告書（平成 21 年６月 26 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」

及び「関係会社の状況」から重要な変更がないため，開示を省略いたします。 

 

 

３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は，平成 21 年６月，経営の長期的な方向性を示した「東北電力グループ経営ビジョ

ン 2020～地域と共に～」を策定いたしました。これは，市場競争や需要の変動，地球温暖

化対策等への対応に伴うコストの増加など，不確実性の高い経営環境下においても，「安

定供給」，「環境適合」，「経済性」の同時達成という当社の使命を全うしながら持続的

に成長し，地域との共栄を果たしていくための道標となるものです。 

このビジョン 2020 では，経営理念に「地域社会との共栄」と「創造的経営の推進」を掲

げ，地域と共に成長し，能動的に変化に適応しながら，当社独自の価値を地域と共に創り

上げる経営を目指すこととしております。 
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また，目指すべき企業グループ像を「地域と共に歩む複合エネルギーサービス企業～エ

ネルギーのことなら東北電力グループに～」とし，以下の５つの事業運営の方向性を打ち

出しております。 

①原子力を中心としたエネルギー供給の推進 -安定供給，環境適合，経済性の同時達成-  

②地域のエネルギー利用効率向上に向けた取組み 

③収支安定性の向上に向けた事業運営の推進 

④将来の成長を支える人材の育成 

⑤地域と共に成長するための連携の強化 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略 

ビジョン 2020 で示した方向性のもと，今後５カ年の方針として「東北電力グループ中期

経営方針（平成 22～26 年度）」を策定いたしました。本方針では，ビジョン 2020 の実現

ならびに諸課題の解決に向けて，以下の８つの主要施策を中心に，取組みを進めていくこ

ととしております。 

①グループ一体となった業務運営の強化による原子力発電の着実な推進 

②安定供給・環境適合・経済性を同時に達成する設備運営の推進 

③お客さまのエネルギー利用効率向上を通じた電化市場の創造 

④低炭素社会に向けた先見的な取組みの推進 

⑤経営効率化の推進とグループ総合力の発揮による企業収益力の向上 

⑥安全確保の徹底と業務品質の向上を図る企業文化の定着 

⑦成長の原動力となる人材の確保・育成と創意工夫を引き出す職場環境づくり 

⑧対話や活動を通じた地域との連携の強化 

これらの主要施策の展開にあたっては，「事業運営を“進化させる”視点」と「将来

を“拓く”視点」の２つの視点で取組んでまいります。 

このような取組みを通じて，当社は，不確実性の高い経営環境下においても，安定供給，

環境適合，経済性の３つをバランスさせ，地域と共に成長することを目指してまいります。 

 

（３）目標とする経営指標 

近年，燃料価格の急激かつ大幅な変動や，世界同時の景気低迷などによる電力需要の大

幅な落ち込み，環境政策の動向など，経営環境の不確実性が増しております。このような

状況の中では，定量的な数値目標を打ち出していくことが困難であることから，今回策定

した「東北電力グループ中期経営方針（平成 22～26 年度）」では，数値目標は設定してお

りません。 

なお，社内各本部・部門においては，それぞれの業務分掌の中で，中期計画を策定し，

そこに掲げた施策の実行を通じて，安定供給の確保や環境への配慮，経営効率化などの経

済性の追求を図っていくこととしております。 
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（４）会社の対処すべき課題 

①安全の確保と安定供給への対応 

安定供給への対応につきましては，引き続き原子力発電を中心に，火力発電や水力発

電などを組み合わせることで，低炭素社会の実現に向けた電源のベストミックスを図っ

ていくことが一層重要となっております。 

原子力発電は，安定供給・環境適合・経済性の面から，必要不可欠な電源であります。

このため，安全最優先の徹底と業務品質の向上を継続的に図りながら，原子力発電所の

安定稼動と設備利用率の向上に努め，地域のみなさまからの信頼をもとに，将来にわた

り着実に推進していくこととしております。 

原子力発電所の安全性向上に向けた取組みにつきましては，耐震性を向上させるため

に実施した安全上重要な配管，電路類の支持構造物への対策工事が昨年９月までに終了

し，現在，排気筒などに対する工事を行っております。 

さらに，昨年，原子力発電所において発生した一連の不適合事象を踏まえ，一層の業

務品質の向上に向けて，社長を議長とする「原子力安全推進会議」のもとに「原子力安

全に関する専門家会議」を設置し，社外の専門家の方々などから幅広いご助言をいただ

きながら再発防止対策を講じ，その浸透，定着に努めております。 

こうしたなかで，本年１月には，女川原子力発電所の３基と東通原子力発電所１号機

の４基すべてが同時に営業運転となりました。 

また，女川原子力発電所３号機におけるプルサーマル計画につきましては，本年１月

に，経済産業大臣より原子炉設置変更許可をいただき，また本年３月には，関係自治体

から安全協定に基づく事前協議に対する了解をいただくなど，着実に進展しているとこ

ろであります。今後とも，原子力発電所の安全，安定運転に努め，地域のみなさまから

引き続き信頼をいただけるよう取組んでまいります。 

一方，お客さまへの安定的な電力供給に向けて，設備の計画的な巡視点検や補修工事

などに着実に取組んでまいります。また，近い将来，発生が予想されている宮城県沖地

震などの大規模自然災害に備え，これまで進めてきた設備強化対策に加え，復旧対策な

どを通じて得た経験や知見を踏まえ，自治体などとの連携の強化を図るとともに，津波

被害の同時発生など，より厳しい条件を想定した訓練を実施することにより，対応力の

強化を図ってまいります。 

当社といたしましては，今後とも安全を最優先として，さらなる業務品質の向上を図

りながら，安定供給に向けて全力で取組んでまいります。 
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②低炭素社会実現に向けた対応 

低炭素社会の実現に向けた対応につきましては，当社は，これまでも発電段階でＣＯ

２を排出しない原子力発電の推進を中心に，火力発電の熱効率向上や水力発電の活用，

再生可能エネルギーの導入などに着実に取組んでまいりました。そしてさらに，国のエ

ネルギー・環境政策において，温室効果ガスのさらなる削減に向けた目標が掲げられ，

電気事業者として取組みの強化が必要となっております。 

そのため，当社といたしましては，これまで以上に，電力の需要と供給の両面から温

室効果ガスの削減に取組んでまいります。 

具体的には，供給面の取組みとして，原子力発電所の設備利用率の向上を図るととも

に，仙台火力発電所４号機や新仙台火力発電所３号系列などの高効率コンバインドサイ

クル発電の導入を進めてまいります。さらに，石炭火力発電所への木質バイオマス燃料

の導入やさらなる高効率化に向けたＩＧＣＣ(石炭ガス化複合発電)実証プラントの研究

など，化石燃料利用の高効率化とＣＯ２排出削減対策に積極的に取組んでまいります。 

また，東北地方に適地の多い水力，地熱，風力発電の利用や，大規模太陽光（メガソ

ーラー）発電所の建設など，再生可能エネルギーの活用を進めてまいります。加えて，

企業グループや関係機関との連携を図りながら，次世代型送配電ネットワーク（スマー

トグリッド）の検討など，新技術の導入や研究開発も推進してまいります。 

一方，需要面の取組みとして，エネルギーの効率的な利用に関する提案や，ヒートポ

ンプなどの高効率機器の普及拡大に取組んでまいります。 

こうした電力の需要と供給の両面からの取組みに加え，業務用車両として，環境性能

に優れたプラグインハイブリッド車および電気自動車の導入も進めてまいります。 

 

③経営基盤の強化に向けた対応 

当社を取り巻く経営環境につきましては，人口の減少や省エネルギーの進展による中

長期的な電力需要の伸びの鈍化，さらには燃料価格の変動，環境適合コストの増加など

厳しい状況が予想されます。 

当社といたしましては，安全の確保と安定供給を大前提として，電力需要の創造を図

るとともに，不断の経営効率化を推進することにより，企業収益力の向上を図ってまい

ります。 

具体的には，低炭素社会に適合する販売面の取組みとして，家庭用分野では，環境性・

省エネ性に優れた「エコキュート」，「ヒートポンプ暖房」などの高効率機器，業務用

分野では，ヒートポンプを主軸とした業務用電化システムなどを提案することによって，

東北地域の特性に合わせた電化市場の創造を図ってまいります。 

また，収支の改善や原価低減などの経営課題に的確に対応するため，社長を議長とす

る「経営効率化推進会議」のもとで様々な観点からの業務効率化に努めるとともに，設

備保全の効率化や火力発電所の熱効率向上などに取組み，中長期的な観点からも強靭な

経営基盤の構築に全社をあげて取組んでまいります。 
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４.連結財務諸表 
 (１) 連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日現在) 

資産の部   

固定資産 3,588,986 3,558,344

電気事業固定資産 2,519,178 2,429,981

水力発電設備 175,027 169,709

汽力発電設備 339,861 295,685

原子力発電設備 396,939 360,676

送電設備 628,504 610,626

変電設備 252,488 245,746

配電設備 608,188 611,457

業務設備 111,166 106,416

その他の電気事業固定資産 7,003 29,662

その他の固定資産 252,321 245,496

固定資産仮勘定 248,002 305,041

建設仮勘定及び除却仮勘定 248,002 305,041

核燃料 142,309 145,230

装荷核燃料 26,949 28,811

加工中等核燃料 115,360 116,418

投資その他の資産 427,174 432,594

長期投資 72,684 75,245

使用済燃料再処理等積立金 105,445 106,425

繰延税金資産 154,231 157,201

その他 96,292 94,863

貸倒引当金（貸方） △1,479 △1,142

流動資産 430,335 360,229

現金及び預金 112,952 106,652

受取手形及び売掛金 140,553 123,523

たな卸資産 84,311 57,543

繰延税金資産 38,643 20,892

その他 54,936 52,615

貸倒引当金（貸方） △1,063 △997

合計 4,019,321 3,918,574
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日現在) 

負債及び純資産の部   

固定負債 2,304,365 2,232,668

社債 1,210,550 1,192,578

長期借入金 588,675 525,416

退職給付引当金 187,612 215,662

使用済燃料再処理等引当金 109,619 110,478

使用済燃料再処理等準備引当金 7,515 9,939

原子力発電施設解体引当金 53,320 58,171

再評価に係る繰延税金負債 2,711 2,528

その他 144,360 117,892

流動負債 758,808 740,437

1年以内に期限到来の固定負債 201,865 257,628

短期借入金 55,660 54,710

支払手形及び買掛金 141,716 98,386

未払税金 20,799 26,131

その他 338,766 303,581

特別法上の引当金 7,855 1,495

渇水準備引当金 7,855 1,495

負債合計 3,071,029 2,974,601

株主資本 896,989 892,924

資本金 251,441 251,441

資本剰余金 26,702 26,702

利益剰余金 627,120 623,116

自己株式 △8,275 △8,335

評価・換算差額等 △293 △334

その他有価証券評価差額金 780 953

土地再評価差額金 △1,222 △1,292

為替換算調整勘定 149 4

少数株主持分 51,595 51,382

純資産合計 948,291 943,973

合計 4,019,321 3,918,574
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 (２) 連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成20年４月１日から 

  平成21年３月31日まで）

当連結会計年度 
（平成21年４月１日から 

  平成22年３月31日まで）

営業収益 1,843,234 1,663,387

電気事業営業収益 1,650,508 1,494,697

その他事業営業収益 192,725 168,690

営業費用 1,844,774 1,574,130

電気事業営業費用 1,663,443 1,414,192

その他事業営業費用 181,331 159,938

営業利益又は営業損失（△） △1,540 89,256

営業外収益 8,408 7,289

受取配当金 839 935

受取利息 2,313 1,995

固定資産売却益 103 497

その他 5,150 3,861

営業外費用 49,987 53,247

支払利息 44,454 46,244

その他 5,533 7,003

当期経常収益合計 1,851,642 1,670,677

当期経常費用合計 1,894,762 1,627,378

当期経常利益又は当期経常損失（△） △43,120 43,298

渇水準備金引当又は取崩し △5,193 △6,360

渇水準備引当金取崩し（貸方） △5,193 △6,360

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△37,926 49,659

法人税、住民税及び事業税 10,064 8,768

過年度法人税等 944 －

法人税等調整額 △19,428 14,506

法人税等合計 △8,419 23,275

少数株主利益 2,272 578

当期純利益又は当期純損失（△） △31,780 25,805
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 (３) 連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成20年４月１日から 

  平成21年３月31日まで）

当連結会計年度 
（平成21年４月１日から 

  平成22年３月31日まで）

株主資本   

資本金   

前期末残高 251,441 251,441

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 251,441 251,441

資本剰余金   

前期末残高 26,678 26,702

当期変動額   

自己株式の処分 23 0

当期変動額合計 23 0

当期末残高 26,702 26,702

利益剰余金   

前期末残高 688,795 627,120

当期変動額   

剰余金の配当 △29,920 △29,914

当期純利益又は当期純損失（△） △31,780 25,805

土地再評価差額金の取崩 26 70

連結範囲の変動 － 33

当期変動額合計 △61,675 △4,004

当期末残高 627,120 623,116

自己株式   

前期末残高 △7,925 △8,275

当期変動額   

自己株式の取得 △475 △85

自己株式の処分 125 26

当期変動額合計 △349 △59

当期末残高 △8,275 △8,335

株主資本合計   

前期末残高 958,990 896,989

当期変動額   

剰余金の配当 △29,920 △29,914

当期純利益又は当期純損失（△） △31,780 25,805

自己株式の取得 △475 △85

自己株式の処分 148 26

土地再評価差額金の取崩 26 70

連結範囲の変動 － 33

当期変動額合計 △62,001 △4,064

当期末残高 896,989 892,924

東北電力（株）　9506　平成22年３月期　決算短信

－ 16 －



（単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成20年４月１日から 

  平成21年３月31日まで）

当連結会計年度 
（平成21年４月１日から 

  平成22年３月31日まで）

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 5,477 780

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,697 173

当期変動額合計 △4,697 173

当期末残高 780 953

土地再評価差額金   

前期末残高 △1,196 △1,222

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26 △70

当期変動額合計 △26 △70

当期末残高 △1,222 △1,292

為替換算調整勘定   

前期末残高 961 149

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △811 △144

当期変動額合計 △811 △144

当期末残高 149 4

評価・換算差額等合計   

前期末残高 5,241 △293

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,534 △41

当期変動額合計 △5,534 △41

当期末残高 △293 △334

少数株主持分   

前期末残高 51,120 51,595

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 475 △213

当期変動額合計 475 △213

当期末残高 51,595 51,382

純資産合計   

前期末残高 1,015,352 948,291

当期変動額   

剰余金の配当 △29,920 △29,914

当期純利益又は当期純損失（△） △31,780 25,805

自己株式の取得 △475 △85

自己株式の処分 148 26

土地再評価差額金の取崩 26 70

連結範囲の変動 － 33

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,059 △254

当期変動額合計 △67,060 △4,318

当期末残高 948,291 943,973
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 (４) 連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成20年４月１日から 

  平成21年３月31日まで）

当連結会計年度 
（平成21年４月１日から 

  平成22年３月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△37,926 49,659

減価償却費 251,807 240,524

核燃料減損額 9,581 10,300

固定資産除却損 14,852 8,805

退職給付引当金の増減額（△は減少） △871 28,050

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減少） 149 858

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額（△は減
少）

1,923 2,423

原子力発電施設解体引当金の増減額（△は減少） 4,313 4,851

渇水準備引当金の増減額（△は減少） △5,193 △6,360

受取利息及び受取配当金 △3,153 △2,930

支払利息 44,454 46,244

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増加） 570 △979

売上債権の増減額（△は増加） △34,807 △13,002

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,933 26,764

仕入債務の増減額（△は減少） △22,955 △43,339

その他 67,396 28,399

小計 275,208 380,270

利息及び配当金の受取額 3,159 2,936

利息の支払額 △41,686 △44,679

法人税等の支払額 △11,704 △10,604

営業活動によるキャッシュ・フロー 224,976 327,924

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △274,380 △282,645

工事負担金等受入による収入 46,685 56,933

投融資による支出 △6,868 △14,674

投融資の回収による収入 5,584 13,802

その他 323 △1,160

投資活動によるキャッシュ・フロー △228,655 △227,744

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の発行による収入 139,630 119,632

社債の償還による支出 △100,000 △110,000

長期借入れによる収入 81,643 48,983

長期借入金の返済による支出 △85,873 △81,425

短期借入れによる収入 317,227 292,320

短期借入金の返済による支出 △317,716 △293,270

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 601,000 443,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △595,000 △494,000

リース債務の返済による支出 △538 －

配当金の支払額 △29,918 △29,858

少数株主への配当金の支払額 △715 △792

その他 △442 △1,309

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,296 △106,719

現金及び現金同等物に係る換算差額 △71 △21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,546 △6,561

現金及び現金同等物の期首残高 124,359 129,905

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △22

現金及び現金同等物の期末残高 129,905 123,321
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（５）継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  会計処理基準に関する事項 

   重要な引当金の計上基準 

   ・使用済燃料再処理等引当金 

 使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため，実用発電用原子

炉の運転に伴い，燃焼に応じて発生する使用済燃料に対する再処理等の実施

に要する費用の現価相当額（割引率 1.3％）を計上する方法によっております。 

 なお，平成 17 年度の引当金計上基準変更に伴い生じた差異のうち，電気事

業会計規則附則（平成 17 年経済産業省令第 92 号）第２条の規定に定める金

額（41,296 百万円）については，平成 17 年度から 15 年間にわたり営業費用

として計上しておりましたが，平成 20 年度において，再処理等を行う具体的

な計画を有する使用済燃料の再処理等の実施に要する費用の見積額に変更が

生じたことから，変更後の金額を平成 20 年度より 12 年間にわたり毎期均等

額を営業費用として計上しております。これによる未計上残高は，26,911 百

万円であります。 

 また，電気事業会計規則取扱要領第 81 の規定による当連結会計年度末の見

積差異（3,410 百万円)については，同要領に基づき，翌連結会計年度から再

処理の具体的計画を有する使用済燃料が発生する期間にわたり営業費用とし

て計上することとしております。 

 

   ・原子力発電施設解体引当金 

 原子力発電施設の解体の費用に充てるため，原子力発電施設解体費の総見

積額を基準とする額を原子力の発電実績に応じて計上しております。 

（追加情報） 

翌連結会計年度より，「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第 18 号  平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第 21 号  平成 20 年３月 31 日）が適用される

ことに伴い，翌連結会計年度より資産除去債務勘定の一部として引き継がれ

ます。 

   

 なお，上記「重要な引当金の計上基準」以外は，最近の有価証券報告書（平成

21 年６月 26 日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略いたしま

す。 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 ａ．会計処理の変更 

退職給付に係る会計基準の適用 

当連結会計年度より，「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号  平成20年７月31日）を適用しております。 

数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却するため，これによる当期経

常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。 

また，本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差額の未処理残高

は，1,036百万円であります。 

 

ｂ．表示方法の変更 

（連結貸借対照表） 

電気事業会計規則の一部改正（平成 22 年３月 31 日  経済産業省令第 20 号）

により，当連結会計年度から風力発電及び地熱発電の新エネルギー等に係る

設備（22,694 百万円）について，「その他の電気事業固定資産」に含めて表

示しております。 

なお，前連結会計年度における風力発電に係る設備は「水力発電設備」（864

百万円）に，地熱発電に係る設備は「汽力発電設備」（23,343 百万円）に含

めて表示しております。 

  （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において，区分掲記していた「リース債務の返済による支

出」は，重要性が乏しくなったことから当連結会計年度より財務活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。 

    なお，当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含まれる「リース債務の返済による支出」は△1,236 百万円であります。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

　　ａ．セグメント情報

（ａ）事業の種類別セグメント情報

　　前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで） （単位：百万円）

電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 1,650,508 101,957 90,768 1,843,234 -          1,843,234

（２）セグメント間の

　　　　　内部売上高又は振替高 2,061 149,864 141,297 293,223 △ 293,223 -          

1,652,570 251,822 232,065 2,136,457 △ 293,223 1,843,234

営 業 費 用 1,675,553 241,405 220,836 2,137,795 △ 293,021 1,844,774

△ 22,983 10,416 11,229 △ 1,338 △ 202 △ 1,540

Ⅱ．資産，減価償却費及び資本的支出

資 産 3,664,912 250,187 371,448 4,286,548 △ 267,227 4,019,321

減価償却費 （核燃料減損額を含む） 240,909 3,708 24,368 268,986 △ 7,597 261,389

資本的支出 256,779 5,253 18,339 280,373 △ 9,216 271,156

　　当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで） （単位：百万円）

電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 1,494,697 95,847 72,842 1,663,387 -          1,663,387

（２）セグメント間の

　　　　　内部売上高又は振替高 2,550 138,953 132,411 273,916 △ 273,916 -          

1,497,247 234,801 205,254 1,937,303 △ 273,916 1,663,387

営 業 費 用 1,423,589 230,146 192,335 1,846,070 △ 271,940 1,574,130

営 業 利 益 73,658 4,655 12,919 91,233 △ 1,976 89,256

Ⅱ．資産，減価償却費及び資本的支出

資 産 3,574,028 241,145 361,741 4,176,915 △ 258,341 3,918,574

減価償却費 （核燃料減損額を含む） 233,160 3,986 21,551 258,698 △ 7,872 250,825

資本的支出 249,826 4,835 20,086 274,749 △ 8,539 266,209

事 業 区 分
電 気 事 業
建 設 業

その他の事業

営業利益又は営業損失（△）

　　たな卸資産については，従来，主として総平均法による原価法によっておりましたが，当連結会計年度

　伴い，主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

電力供給

調査・測量・測定分析

　　　　　　（前連結会計年度）

エネルギーの供給，蓄熱設備の運転・保守受託，金銭の貸付等の金融業務，熱供給事業，電力供
不動産の賃貸・売買・管理，自家用発電設備・コージェネレーションシステム等による電気・熱

　より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに

　により算定しております。

給設備等の資機材の製造・販売，電気器具等の販売

計

主　要　な　製　品　・　事　業　活　動

計

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業活動における業務の種類を勘案して区分しております。

　　　　２．各区分に属する主要な製品の名称等

トワークに関するコンサルティング・開発・運用，情報機器・ソフトウェアの販売・保守・賃貸，

　　　　３．追加情報

電気・通信・土木・建築工事，発変電設備の設計・製作・施工・運転・保守，環境保全に関する

　　これにより，当連結会計年度の営業費用は，その他の事業が1,328百万円増加し，営業利益は同額減少し

　ております。

液化天然ガスの受入・気化・供給，天然ガスの供給，電気通信事業，情報システム及び情報ネッ
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 （ｂ）所在地別セグメント情報

　　前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

　　　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が，いずれも90％を

　　　超えているため，所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　　当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　　　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が，いずれも90％を

　　　超えているため，所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

 （ｃ）海外売上高

　　前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

　　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため，記載を省略しております。

　　当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため，記載を省略しております。

ｂ．１株当たり情報

　１株当たり純資産額 1,798.50円 　１株当たり純資産額 1,790.38円 

　１株当たり当期純損失(△) △63.73円 　１株当たり当期純利益 51.76円 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は，潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２．１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は，以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

(平成20年４月１日から) (平成21年４月１日から)

(平成21年３月31日まで) (平成22年３月31日まで)

△31,780 25,805 

- -

△31,780 25,805 

498,640 498,560 

ｃ．重要な後発事象

　　　該当事項はありません。

（開示の省略）

　　リース取引，関連当事者との取引，税効果会計，金融商品，有価証券，デリバティブ取引，退職給付に

　関する注記事項については，決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略い

　たします。

　普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)　（百万円）

　普通株式の期中平均株式数　（千株）

　当期純利益又は当期純損失(△)　（百万円）

　普通株主に帰属しない金額　（百万円）

当連結会計年度

（平成21年４月１日から）

（平成22年３月31日まで）

前連結会計年度

（平成20年４月１日から）

（平成21年３月31日まで）
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５.個別財務諸表 
 (１) 貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日現在) 

当事業年度 
(平成22年３月31日現在) 

資産の部   

固定資産 3,407,961 3,384,960

電気事業固定資産 2,555,161 2,466,955

水力発電設備 151,515 147,572

汽力発電設備 311,496 276,711

原子力発電設備 399,140 362,648

内燃力発電設備 6,597 6,569

新エネルギー等発電設備 － 13,474

送電設備 646,025 627,863

変電設備 262,362 255,517

配電設備 660,784 664,245

業務設備 116,737 111,849

貸付設備 501 501

附帯事業固定資産 3,098 2,665

事業外固定資産 8,473 7,608

固定資産仮勘定 243,108 301,781

建設仮勘定 241,397 299,269

除却仮勘定 1,711 2,511

核燃料 142,309 145,230

装荷核燃料 26,949 28,811

加工中等核燃料 115,360 116,418

投資その他の資産 455,810 460,718

長期投資 61,824 61,020

関係会社長期投資 184,100 184,073

使用済燃料再処理等積立金 105,445 106,425

長期前払費用 3,446 3,142

繰延税金資産 101,258 106,281

貸倒引当金（貸方） △265 △224

流動資産 273,210 204,292

現金及び預金 54,560 41,971

売掛金 97,166 86,927

諸未収入金 5,840 3,349

貯蔵品 58,192 38,422

前払費用 508 558

関係会社短期債権 3,004 2,272

繰延税金資産 32,737 15,501

雑流動資産 21,799 15,746

貸倒引当金（貸方） △600 △457

合計 3,681,171 3,589,252
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日現在) 

当事業年度 
(平成22年３月31日現在) 

負債及び純資産の部   

固定負債 2,208,329 2,141,180

社債 1,210,850 1,192,878

長期借入金 550,096 489,911

長期未払債務 5,660 4,546

関係会社長期債務 1,625 2,755

退職給付引当金 145,369 173,805

使用済燃料再処理等引当金 109,619 110,478

使用済燃料再処理等準備引当金 7,515 9,939

原子力発電施設解体引当金 53,320 58,171

雑固定負債 124,270 98,691

流動負債 694,046 685,361

1年以内に期限到来の固定負債 183,843 244,943

短期借入金 54,440 54,440

コマーシャル・ペーパー 97,000 46,000

買掛金 90,661 51,693

未払金 39,022 17,371

未払費用 44,224 39,269

未払税金 11,732 20,669

預り金 981 976

関係会社短期債務 46,321 39,163

諸前受金 125,810 170,738

役員賞与引当金 － 85

雑流動負債 8 9

特別法上の引当金 7,812 1,470

渇水準備引当金 7,812 1,470

負債合計 2,910,187 2,828,011

株主資本 770,654 760,815

資本金 251,441 251,441

資本剰余金 26,681 26,681

資本準備金 26,657 26,657

その他資本剰余金 23 23

利益剰余金 500,888 491,110

利益準備金 62,860 62,860

その他利益剰余金 438,028 428,250

海外投資等損失準備金 － 10

原価変動調整積立金 103,000 －

別途積立金 332,400 332,400

繰越利益剰余金 2,628 95,839

自己株式 △8,357 △8,417

評価・換算差額等 330 424

その他有価証券評価差額金 330 424

純資産合計 770,984 761,240

合計 3,681,171 3,589,252
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 (２) 損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
（平成20年４月１日から 

  平成21年３月31日まで）

当事業年度 
（平成21年４月１日から 

  平成22年３月31日まで）

営業収益 1,665,037 1,507,573

電気事業営業収益 1,652,189 1,497,103

電灯料 548,122 528,168

電力料 866,503 758,595

地帯間販売電力料 221,513 193,998

他社販売電力料 1,182 848

託送収益 1,142 1,724

事業者間精算収益 2,713 2,570

電気事業雑収益 10,926 11,111

貸付設備収益 86 86

附帯事業営業収益 12,848 10,470

ガス供給事業営業収益 12,248 9,896

熱供給事業営業収益 599 573

営業費用 1,689,233 1,434,071

電気事業営業費用 1,676,676 1,424,776

水力発電費 35,684 34,518

汽力発電費 562,882 363,438

原子力発電費 156,396 155,689

内燃力発電費 8,851 7,124

新エネルギー等発電費 － 9,240

地帯間購入電力料 128,135 113,118

他社購入電力料 221,922 190,860

送電費 84,343 76,440

変電費 54,188 51,376

配電費 190,743 173,189

販売費 53,097 52,627

貸付設備費 5 5

一般管理費 132,705 152,024

電源開発促進税 30,513 29,774

事業税 17,353 15,504

電力費振替勘定（貸方） △145 △158

附帯事業営業費用 12,557 9,295

ガス供給事業営業費用 12,005 8,524

熱供給事業営業費用 552 771

営業利益又は営業損失（△） △24,196 73,501
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（単位：百万円）

前事業年度 
（平成20年４月１日から 

  平成21年３月31日まで）

当事業年度 
（平成21年４月１日から 

  平成22年３月31日まで）

営業外収益 7,995 6,488

財務収益 4,562 3,565

受取配当金 1,402 1,582

受取利息 3,159 1,982

事業外収益 3,433 2,922

固定資産売却益 83 417

為替差益 － 592

雑収益 3,349 1,912

営業外費用 46,408 52,278

財務費用 43,793 45,779

支払利息 43,384 45,401

社債発行費 408 378

事業外費用 2,615 6,498

固定資産売却損 371 216

雑損失 2,244 6,281

当期経常収益合計 1,673,033 1,514,061

当期経常費用合計 1,735,642 1,486,349

当期経常利益又は当期経常損失（△） △62,609 27,711

渇水準備金引当又は取崩し △5,169 △6,341

渇水準備引当金取崩し（貸方） △5,169 △6,341

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △57,439 34,053

法人税及び住民税 1 1,756

過年度法人税及び住民税 933 －

法人税等調整額 △18,959 12,160

法人税等合計 △18,023 13,917

当期純利益又は当期純損失（△） △39,416 20,135
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 (３) 株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
（平成20年４月1日から 

  平成21年３月31日まで）

当事業年度 
（平成21年４月1日から 

  平成22年３月31日まで）

株主資本   

資本金   

前期末残高 251,441 251,441

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 251,441 251,441

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 26,657 26,657

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 26,657 26,657

その他資本剰余金   

前期末残高 － 23

当期変動額   

自己株式の処分 23 0

当期変動額合計 23 0

当期末残高 23 23

資本剰余金合計   

前期末残高 26,657 26,681

当期変動額   

自己株式の処分 23 0

当期変動額合計 23 0

当期末残高 26,681 26,681

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 62,860 62,860

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 62,860 62,860

その他利益剰余金   

海外投資等損失準備金   

前期末残高 － －

当期変動額   

海外投資等損失準備金の積立 － 10

当期変動額合計 － 10

当期末残高 － 10
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（単位：百万円）

前事業年度 
（平成20年４月1日から 

  平成21年３月31日まで）

当事業年度 
（平成21年４月1日から 

  平成22年３月31日まで）

原価変動調整積立金   

前期末残高 103,000 103,000

当期変動額   

原価変動調整積立金の取崩 － △103,000

当期変動額合計 － △103,000

当期末残高 103,000 －

東新潟火力発電所4-2号系列減価償却積立
金   

前期末残高 5,000 －

当期変動額   

東新潟火力発電所4-2号系列減価償却
積立金の取崩し

△5,000 －

当期変動額合計 △5,000 －

当期末残高 － －

別途積立金   

前期末残高 332,400 332,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 332,400 332,400

繰越利益剰余金   

前期末残高 66,965 2,628

当期変動額   

剰余金の配当 △29,920 △29,914

海外投資等損失準備金の積立 － △10

原価変動調整積立金の取崩 － 103,000

東新潟火力発電所4-2号系列減価償却
積立金の取崩し

5,000 －

当期純利益又は当期純損失（△） △39,416 20,135

当期変動額合計 △64,337 93,211

当期末残高 2,628 95,839

利益剰余金合計   

前期末残高 570,226 500,888

当期変動額   

剰余金の配当 △29,920 △29,914

海外投資等損失準備金の積立 － －

原価変動調整積立金の取崩 － －

東新潟火力発電所4-2号系列減価償却積
立金の取崩し

－ －

当期純利益又は当期純損失（△） △39,416 20,135

当期変動額合計 △69,337 △9,778

当期末残高 500,888 491,110
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（単位：百万円）

前事業年度 
（平成20年４月1日から 

  平成21年３月31日まで）

当事業年度 
（平成21年４月1日から 

  平成22年３月31日まで）

自己株式   

前期末残高 △8,007 △8,357

当期変動額   

自己株式の取得 △475 △85

自己株式の処分 125 26

当期変動額合計 △349 △59

当期末残高 △8,357 △8,417

株主資本合計   

前期末残高 840,317 770,654

当期変動額   

剰余金の配当 △29,920 △29,914

当期純利益又は当期純損失（△） △39,416 20,135

自己株式の取得 △475 △85

自己株式の処分 148 26

当期変動額合計 △69,663 △9,838

当期末残高 770,654 760,815

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,809 330

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,479 94

当期変動額合計 △4,479 94

当期末残高 330 424

純資産合計   

前期末残高 845,126 770,984

当期変動額   

剰余金の配当 △29,920 △29,914

当期純利益又は当期純損失（△） △39,416 20,135

自己株式の取得 △475 △85

自己株式の処分 148 26

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,479 94

当期変動額合計 △74,142 △9,743

当期末残高 770,984 761,240
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（４）継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 
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